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『小さいことでくよくよしよう』 
 
                      ――――Mitsuo Aida 
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『マイナスとマイナスを掛けたらプラスになる』 
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2005.2 
～ Prologue ～ 

 
世界が発展するにつれ、多種多様な地球環境問題が叫ばれるようになった現代社会。近

年はテレビ番組や新聞でも頻繁に環境問題が取りざたされ、日本の民間企業も「環境」と

いうワードに敏感となり、率先して環境への配慮を心掛けるようになった。つい先日まで

は、環境保護活動を偽善的な活動だ、利益追求の妨げだ、と罵る者も少なくなかったよう

に思うが、もはや環境問題は他人事ではなくなってきたのである。 
数ある環境問題の中で、21 世紀最大の課題と言われているのが「地球温暖化」である。

1997 年に開催された COP3（国連気候変動枠組条約第 3 回締約国会議。通称：京都会議）

では、先進国及び市場経済移行国の温室効果ガス排出の削減目的を定めた「京都議定書」

が採択され、21 世紀以降、人類が地球温暖化問題に対し中長期的にどのように取り組んで

いくのか、その具体的な道筋を示す第一歩となった。この「京都議定書」において、日本

は温室効果ガスを、1990 年度を基準に 2010 年度までに６％削減しなければならないとさ

れている。温室効果ガスの中でも二酸化炭素（以後 CO2）の温暖化寄与度が特に高い（93%）

状態にある日本は、当面 CO2 の排出抑制が最も重要な課題となるだろう。 
CO2 の排出を減らすためにはエネルギー消費量を抑えなければならない。なぜなら、CO2

はエネルギーを作り出す際に排出されるからである。しかし、これは決して容易なことで

はない。そもそも、経済を発展させるためには「エネルギー」が必要不可欠であり、年々

エネルギー消費量は増加する傾向にある。よって、安易にエネルギー消費量を減らすとい

うような発想は、経済を止める事になり兼ねず、現実的ではない。つまり、「経済発展のた

めに安定的なエネルギーを確保しながらも、CO2 の排出を抑制する」という、矛盾した二

つの目的を同時に達成しなければ、温暖化問題は解決できないのである。 
「経済発展のために安定的なエネルギーを確保しながらも、CO2 の排出を抑制する」 
この概念に沿うよう、CO2 を直接的に排出抑制する手段は大きく二つ挙げられる。 
まず一つは、これまでも多く取られてきた「省エネルギー（省エネ）」という手段である。

省エネとは、環境保全とエネルギー資源の枯渇を防ぐことを目的に、エネルギー消費の節

約を行うことである。石油危機以後、省エネが徹底された日本は、現在世界でもトップク

ラスのエネルギー効率を誇り、また、技術だけでなく国民にもある程度省エネ意識が浸透

したように思われる。けれども、省エネによる CO2 抑制にも限度があり、省エネだけに大

規模な排出抑制、強いては京都議定書の目標達成を期待するのは到底無理なことである。 
そこで期待されるのが、二つ目の手段、「新エネルギー」の導入である。新エネルギーに

よる発電は、従来の発電と比べ、著しく CO2 排出量が少なく、環境負荷も小さい。この環

境性に富んだエネルギーが、環境負荷の大きい従来のエネルギーを代替し得るとなれば、

厄介な温暖化問題にも明るい光が射し込んでくるかもしれない。 
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しかし、残念ながら新エネルギーは大きな問題を抱えている。それは「経済性」である。

新エネルギーに対しては様々な支援策が行なわれており、着実に普及は進んでいるものの、

まだまだ実用化段階には踏み切れないのが実状である。そこで、この論文では新エネルギ

ーの中で国内でも急速に導入が進んでいる風力発電に着目し、更なる導入促進を行うには

今後どのような制度があるべきかを考え、経済的な自立へのシナリオを描きたい。１章で

は日本のエネルギーを巡る状況、２章では風力発電システムの仕組み・現状を解説し、３

章で現行の新エネルギー政策の分析を行ないながら、日本における風力発電の普及促進策

の具体的な考察に入る。 
 突然だが、私は風力発電が好きである。「プロペラ」と聞けば、電池を繋いでモーターに

電流を流す事で回転するイメージがあった。しかし、プロペラが風の力で回転し電気を起

こすというのだから、なんとも画期的な発明ではないだろうか。シンボル性を存分に秘め

た、オブジェ的な風貌にも愛着を感じる。この興味が持てるテーマ「風力発電」と経済学

を通じ、より環境問題への理解を深めていきたい。 
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第１章 日本のエネルギーを巡る状況 
 
１．１ 日本のエネルギーの現状と問題 
 日本のエネルギー消費は戦後の経済成長と共に飛躍的に増大し、今やアメリカ、ロシア、

中国に次ぐ世界第４位のエネルギー消費大国となっている。 
 以下の資料１－①は日本の一次エネルギーの供給実績を表しており、エネルギー消費の

増加に伴い、エネルギー供給量も右肩上がりに増えていることが分かる。 
（注：一次エネルギーとは、変換・加工される前の資源・エネルギーの源のこと。石炭・石油・天然ガス・水力・風力・

太陽熱・原子力エネルギーなど） 

 
＜資料１－① 日本の一次エネルギー供給実績＞ 

    
（注：新エネルギーの一次エネルギー総供給に占める割合はまだ１％台である） 

 
この一次エネルギー供給の内訳を見ると、石油や石炭、天然ガスなど化石燃料に大きく

依存していることがうかがえるだろう。しかし、日本はエネルギー消費大国でありながら、

国内ではほとんどエネルギー資源を賄う事ができず、その多くを海外に依存しなければな

らないという宿命にある（次ページ資料１－②参照）。海外への資源の輸入依存度が高いと、

エネルギーの入手が為替レートの変動やエネルギー輸出国の政治情勢などに左右され、私

たちの生活も大きな影響を受けることになるため、決して好ましいことではない。1973 年

と 1979 年に起きた「石油危機」はそのために大きな影響を受けた例といえる。 
 日本は二度の石油危機を契機に、徐々に石油依存度を低下させてきてはいるが、依然と

してその割合は高く、約 50％の依存度（2000 年度）となっているのが現状である。また、
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世界の石油埋蔵量の 67％は、政治的に不安のある中東が占めており、今後アジア諸国を中

心にエネルギー需要の大幅な増加が予想されることからも、より安定的なエネルギー供給

が求められている。 
 

＜資料１－② 主要国のエネルギー依存度＞ 

    
 
 
 
※ なお、資料１－①で示した一次エネルギーの各々の供給量が、電力量にそのまま比例

するわけではない。誤解を防ぐために、電源別発電電力量の推移もここに示しておく。 
 

＜資料１－③ 発電電力量（一般電気事業用）の推移（％）＞ 
 1973 年度 1990 年度 2000 年度 
発電電力量（10 億 kWh） 379 738 940

石油等火力 73 29 11
石炭火力 5 10 18
LNG 火力 2 22 26
原子力 3 27 34
水力 17 12 10

新エネルギー － － 0.2
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 また、エネルギーの消費に伴い発生する CO2 は地球温暖化を加速化させ、地球環境の保

全に深刻な影響を与え始めている。現在の日本のエネルギー消費量は、一人当たり石油換

算で年間ドラム缶約 16 本にも及ぶと言われ、CO2 排出量もエネルギー消費量と同様に世界

で第４位となっている（アメリカ、中国、ロシアに次ぐ世界第４位）。 
 

＜資料１－④ 各国のエネルギー関連 CO2 排出量と GDP の割合＞ 

    

 
 
地球温暖化は単に地球の気温が上昇するだけではない。海水の膨張・極地や高山の氷の

融解に因る海面推移の上昇をはじめとし、生態系・食糧生産・人々の健康への深刻な影響

が懸念されており、人類全てに関わる今世紀最大の環境問題なのである。 
この地球温暖化への認識は世界各国でも一致しており、日本は京都議定書において温室

効果ガスの排出量を削減することを約束した。この削減目標を達成するためにも、今後は

抜本的な省エネルギーと非化石エネルギー（原子力・新エネルギーなど）の積極的な導入

が必要とされるだろう。 
 
 京都議定書について少し解説する。―――京都議定書は、1997 年 12 月に COP3（国連

気候変動枠組条約第三回締約国会議）において採択された、先進国の温室効果ガス削減目

標等を定めた合意事項である。気候変動という地球規模の問題への解決策の切り札とされ

ており、議定書に参加している 186 か国の中の OECD 諸国ならびに経済移行国の計 35 カ

国が、温室効果ガス排出量につき制限を負うこととなった。 
 京都議定書では、先進国全体の温室効果ガス排出量を、1990 年度を基準に 5.2％の削減

を目標として定めている。その中で日本は 1990 年比で温室効果ガスを６％削減することが

国際的な債務とされた。しかし、日本の温室効果ガス排出量は 2000 年度の時点で既に 1990
年度比で８％増となっており、実質 14％の削減をしなければならないのが現状である。 
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１．２ 日本のエネルギー政策 
 以上までに述べた日本のエネルギーの現状を踏まえても分かる通り、海外への資源輸入

依存度が高いことに起因するエネルギーの「安定供給」の追及と、温暖化防止に基づく「環

境への配慮」を、日本のエネルギー問題全般において考えなければならない。また、「安定

供給」や「環境保全」を達成しても、そのコストが高くては経済活動にも影響を及ぼすた

め、「効率化」を目指し、規制緩和や自由化等をしていく必要もある。 
そこで、持続可能な経済・社会の発展と、よりよいライフスタイルを築くため、我が国

で定められたエネルギー政策は、「環境保全や効率化の要請に対応しつつ、エネルギーの安

定供給を実現する」ことを基本目標としている。 
 

このように、「安定供給」「環境保全」「効率化」という３つの目標の同時達成を目指して

いる我が国だが、これらの目標は、相互に矛盾する側面も有しており、エネルギーを巡る

状況がさらに大きく変化しつつある中での同時達成は、非常に難しい課題となっている。 
以下の資料１－⑤では最終エネルギー消費と CO2 排出量の実績と見通しを示したが、現

状のままでは京都議定書の目標達成は容易ではないと言えよう。 
 

＜資料１－⑤ 最終エネルギー消費と CO2 排出量の実績と見通し＞ 

    
（注：我が国が排出する温室効果ガスのうちで、地球温暖化への直接寄与度の 93～4％は CO2 である。それゆえ、京都

議定書の削減目標を達成するためには、CO2 においては 1990 年度と同等の水準まで抑制しなければならない） 
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 そのような中で、エネルギー政策や議定書の目標達成を少しでも確実なものとするべく、

政府が掲げた具体的な今後の対策項目には以下のようなものがあり、これらを各自併行し

て行なっていく必要がある。 
（１）省エネルギーの継続        （２）新エネルギーの導入 
（３）燃料転換             （４）天然ガスの利用拡大 
（５）原子力発電の導入促進       （６）エネルギー特別会計の歳出グリーン化 
（７）技術開発への支援         （８）国際的な取組 
（９）電気・ガス事業の制度改革          （詳細は省く。資源エネルギー庁の HP 参照） 
 
なお、（１）の省エネルギーについては、石油危機の影響を受け、日本はこれまでも懸命

の努力に励んできた。その努力の甲斐あって、経済が成長するほどにはエネルギー消費量

は増加していない。序論でも述べたが、世界的に見ても日本は主要国中では最も効率の良

いエネルギーの使い方をしている国の一つとなっているのである（以下の資料１－⑥参照）。 
 

＜資料１－⑥ 主要国の GDP 当たりのエネルギー供給量の推移＞ 
 

    
 
 
そこで、今後何よりも必要とされるのが（２）の新エネルギーの導入（開発・普及）で

あると私は考える。よって次の項では、新エネルギーについて焦点を当てることとする。 
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１．３ 新エネルギーとは 
よく耳にするようになった「新エネルギー」という言葉だが、「新エネルギー」の定義と

はどういうものなのだろうか。 

「新エネルギー」は 1997 年に施行された「新エネ法（新エネルギー利用等の促進に関す

る特別措置法）」の「新エネルギー利用等」として規定されており、広義には 

① 石油代替エネルギーを製造、発生、利用すること等のうち 
② 経済性の面での制約から普及が進展しておらず、かつ、 

③ 石油代替エネルギーの促進に特に寄与するもの 

とされている。 

従って、石油を代替するエネルギーであっても、現在の我々の生活において大きく貢献

している原子力や天然ガス、大規模水力といったエネルギーは経済的に自立していること

から、新エネルギーに含まれない。言わば、化石燃料を使わないエネルギーとして、今後

の発展が期待されるエネルギーが「新エネルギー」である。 

 
 具体的に新エネルギーには以下のようなものがある（次ページ資料１－⑦も参照）。 

 

   ・太陽光発電            ・風力発電 
   ・太陽熱利用            ・温度差エネルギー 

 ・廃棄物発電            ・廃棄物発熱利用 
・廃棄物燃料製造          ・バイオマス発電 
・バイオマス熱利用         ・バイオマス燃料製造 
・雪氷熱利用 
・クリーンエネルギー自動車     ・天然ガスコージェネレーション 
・燃料電池 

 
これら新エネルギーは、二酸化炭素の排出が少ないことなど、環境へ与える負荷が小さ

く、資源制約が少ない国産エネルギー、又は石油依存度低下に資する石油代替エネルギー

として、エネルギー安定供給の確保、地球環境問題への対応に資することから、持続可能

な経済社会の構築に大きく寄与するとされている。また、新エネルギーの導入は、技術開

発、新規産業・雇用の創出等にも貢献すると言われており、様々な意義を有している。 
 
 新エネルギーの中で、今回私が論文のテーマとしているのは、近年導入量の伸びが著し

い「風力発電」である。よって、次章では風力発電に着目し、その仕組みや現状について

紹介していく。 
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＜資料１－⑦ 新エネルギーの位置づけ＞ 
 

 
（注：中央の水色の部分が新エネルギー） 
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第２章 風力発電の現状 
 
２．１ 風力発電の仕組み 
 地球上どこにでもある身近な存在の「風」。このエネルギーを資源として電気を起こし、

利用するシステムが風力発電である。 
風力発電システムの配電に至る過程を簡単に示すと、 

１、風車のブレード（羽）が風の運動エネルギーを受け、「回転」という動力エネルギーに

変える。 
２、ブレードから伝えられた回転運動を増速機が一定の回転数に上げ、発電機を動かし電

気エネルギーに変える。 
３、その電気エネルギーを変圧器等により安定した電力品質にまで高め、電力会社の系統、

つまり電線に流す。 
・・・という流れになっている。 
なお、現在の風力発電設備は、低速でも発電可能となるよう、風速により発電機を切り

替え、幅広い風速領域で発電が行えるようになっており、台風など強風の時は可変ピッチ

が働き、安全のために自動的に風車を停止させる機能も備わっている。常に風の吹く方向

を向くようヨー制御機能も備わっているなど、より多くの安定した出力が得られるよう工

夫が施されている。（注：これは日本で主流のプロペラ型風力発電装置に基づいた仕組みの説明である） 
 

＜資料２－① 風力発電の仕組み＞ 
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ブレードが回転する原理についても説明しておく。資料２－②で示すように、ブレード

の断面は飛行機の翼のような形をしており、その形であるがゆえに揚力が発生する。なぜ

なら、同じ速度の風に対して、図のような形の翼が当たると翼の上部と下部では風の速度

が変わるからである。入ってきた風は、上部では下よりも長い距離を移動し、下部ではそ

のままであるため、上部は下部に比べて風の速度が速くなり、風の密度が下部に比べて小

さくなる。よって、風の圧力が上部は下部に比べて小さくなり、その差の圧力分だけ上昇

力が発生する。この力を揚力と呼び、飛行機などはこの力を利用して浮き上がることがで

きる。風力発電のブレードもこの力を利用して風車を回転させている。 
 

＜資料２－② 風車が回る原理＞ 

        

 
それでは、風速や風車の大きさと、そこから生み出されるエネルギー量はどのような関

係になっているのだろうか。 
風力エネルギーは、空気など流体の運動エネルギーである。運動エネルギーは、質量 m、

速度 V の物質の場合、
221 mV と表される。 

 そこで、面積 A(㎡)の風車を考えた場合、生み出される風力エネルギーP(W)は、風車の面

積を単位面積辺りに通過する風速を V(m/s)、空気密度をρ(kg/㎥)、とすると 

221 mV  ＝ ( ) 221 VAVρ  ＝ 
321 AVρ  

と表される。 
すなわちこの式は、風力エネルギーは風車の風を受ける面積に比例し、風速の３乗に比

例するということを示している。ブレードの直径が大きくなればなるほど、風速が速くな

ればなるほど、より大きなエネルギーを得ることが可能になるのである。 
 
 また、風力と出力の関係についても見ておきたい。 
次ページ資料２－③のカットイン風速とは風力発電システムが風のエネルギーを受けて
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発電するための最低の風速のことで、通常は約３～５m/s 程度である。一方、カットアウト

風速は発電できる最大の風速のことで、通常約 25～30m/s 程度となっている。風車は風速

が約 60～65m/s もの風にも耐えられるように設計してあるが、風速がカットアウト風速を

超えると制御装置によりシステムが停止され、過大な風速による故障などを防ぐ。また、

定格風速とは風力発電システムの定格出力を取り出すことが出来る最低限の風速のことで

あり、通常約 10～15m/s 程度とされている。定格風速以上の風速ではブレードの風に対す

る角度を変えることにより（ピッチ角の制御により）、ブレードが受ける風力エネルギーを

調整し出力を一定に保つようになっている。一般的に風力発電システムでは通常建設地の

平均風速が最低 5～6m/s 必要だとされている。 
 

＜資料２－③ 風力発電システムの出力曲線＞ 

        
 

（以下の出力曲線は定格出力 500kW の風車のもの。参考までに） 

    
 
一般的に、風力発電は大型の発電設備ほど発電の効率は良くなる。このことをスケール

メリットと言う。これは、 
・羽根が大きい方が当然大きい面積で風を受け止めることができる 
・風車の据え付け位置が高い方が強いより大きな風速を得られる 
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・大型化しても地上における設置面積はさほど変化しない 
・管理コスト、建設コスト、発電コストが効率化される 

といった理由によるものである。よって、発電コストに競争力を持たせ、事業性を高める

のであれば、大型のもの程良いと考えられる。なお、風車には家庭用の数十 W の小型のも

のから、羽の直径が 100 メートルにも及ぶ 3000～5000kW 級の大型風車まで存在しており、

大型風車はもはや高層ビルに匹敵する大型建造物とも言えるだろう。近年日本国内では

1000～2000kW 級の風車が普及している。（注：3000～5000kW 級の大型風車は主に海外のもの） 
 
２．２ 風車の種類 
 １では現在主流であるプロペラ型風車の仕組みを解説したが、風車は利用の歴史も古く、

また極めて多くの用途に使われてきたため、その種類も多い。ここでは風車の種類につい

て簡単に紹介する。 
 風車は回転軸の方向の違いにより、水平軸風車と垂直軸風車に分類される。水平軸型は、

風車の回転軸が地面に対し水平になるタイプのもので、それに対し、垂直軸型は周り灯籠

のように風車の回転軸が地面に対し垂直になるタイプである。以下の資料２－④では具体

的にその種類を示した。 
＜資料２－④ 風車の種類＞ 

  

  
  
風力発電としては、一般的にプロペラ型をよく目にすると思われるが、これは発電を目

的としたときプロペラ型がもっとも効率が高いとされているからである。しかし、水平軸

型風車は、風車の回転面を常に風向に合わせる必要があり、また発電機や伝達機構、制御
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機構などの重量物を支持塔の上部に設置しなければならない（資料２－①参照）という欠

点もある。一方、ダリウス形やジャイロミル形などの垂直軸風車は、どの方向からの風も

利用できるという風向に依存しない点、プロペラ型風車と同様の高い効率が得られる点、

重量物を地上に設置できるという点、ブレード（羽）の製造がプロペラ型に比較して簡単

であるという利点がある。自己起動（自動的に回転を始めること）が難しく、回転数制御

にも困難さを伴うという問題点も有しているが、利点も多いことから最近注目されつつあ

る。海外では導入例も多い。 
 
                      ＜資料２－⑤ 各風車の特徴＞ 

                   
このように、同じ風を受けても風車の 

性能によって発電できる電気の量が違ってくるのである。よって、立地や目的に合った風

車の設置が重要だと言えよう。 
 

～風車のある風景～ 

   
三枚翼プロペラ型        ダリウス型        ジャイロミル型 

（水平軸型風車）      （垂直軸型風車）      （垂直軸型風車） 

 なお、右に示した資料２－⑤は、さき

ほど紹介した資料２－④の風車の特徴を

示したグラフである。パワー係数とは、

各々の風車が風の中からどれだけパワー

（エネルギー）を取り出せるかという目

安である。垂直軸型風車であるクロスフ

ロー型やサボニウス型の風車は、パワー

は小さいが弱い風でもよく回り、最新型

のプロペラ形風車は、強い風は必要だが

パワーが大きいことが分かる。 
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２．３ 風力発電の魅力 
一通りシステムを説明してきたが、風力発電を導入する意義とは何なのであろうか。 
それは、風力発電が「環境性」「エネルギーセキュリティ」「新エネルギーとしての発電

コスト」において魅力を秘めていることにある。 
 
まず「環境性」について考えるべく、従来の発電と風力発電を含む新エネルギーによる

発電を比較してみる。以下の資料２－④は各種電源別の発電 1kWh 辺りの CO2 排出量を示

したものである。 
 

＜資料２－⑥ 各種電源別の CO2 排出量＞ 

 

 
このグラフからも分かるように、現在行われている石油、石炭、LNG を用いた発電は化

石燃料を使用するゆえ、温暖化の原因となる CO2 を燃焼時に大量に排出せざるを得ない。

しかし、化石燃料を使用しない新エネルギーは設備製作時・製造過程で CO2 を発生させる

ことはあっても、一旦設備が完成し、運転・稼動に入れば CO2 発生量は基本的にゼロであ

る。つまり、新エネルギーおよび風力発電は非常に環境に優しい発電手段と言える。 
（注：化石燃料は燃焼時に大気汚染の原因ともなる NOx、SOx も排出する） 

 
次に、「エネルギーセキュリティ」の面から考えよう。我が国の電源別発電電力量の推移

を見るに、現在のところ、我々が使用しているほとんどの電力が石油や石炭、天然ガス、

ウラン等の燃料によってもたらされたものといえる（資料１－③参照）。しかし、日本は資
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源の自給率が非常に低く、ほとんどの化石燃料を海外からの輸入に頼らざるを得ない（資

料１－②参照）。一方、風というものは昼夜を問わず常に地球上で吹いている無尽蔵な資源

であるため、枯渇せず、国内で賄え、お金もかからない、という大きなメリットがある。  
（参考：風力発電の開発に熱心に取り組んでいるデンマークもいわゆる資源小国であり、石油危機をきっかけに国民レ

ベルから風力発電への関心が高まった。） 

 
 そして、「発電コスト」の面から考える。 

風力発電と、同じく枯渇しない天然資源による太陽光発電の発電コストを比較する。 
 

風力発電    大規模：10～14 円／kWh 
          中小規模：18～24 円／kWh 
  太陽光発電   住宅用：66 円（平均値）／kWh 
          非住宅用：73 円（平均値）／kWh 

 
日本の太陽光発電の導入量は、早期からのフィールドテストや補助事業により世界一と

なっているが、発電コストとしては風力発電の方が格段に安価であることが分かる。ここ

には載せていないが、バイオマス発電も、設備そのものが大量生産できない、資源の分布

が広範囲すぎて収集・運搬が大変といった理由から、コストが安定しない状況にあると言

われている。新エネルギーによる発電を併行して行なっていくにせよ、良好な風が吹く場

所であれば、風力発電は経済性において優位だと言えるだろう。 
（注：一般的に平均風速 6m/s の風が吹けば、大型風車は採算が取れると言われる） 

 このように、従来の発電システム、他の新エネルギーと比較して、風力発電は「環境性」

「エネルギーセキュリティ」「新エネルギーとしての発電コスト」の面において、優れた部

分を持っていることが分かる。また、牧場や畑等の平面活用をするような場所においては、

風力発電の風車を立体的に活用することもできる。 
 

～風車による土地の立体活用～ 
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２．４ 風力発電の導入状況 
 それでは、今度は風力発電がどれほど導入されてきているのか、その現状について見て

いきたい。その前に、まず日本における新エネルギーの導入実績と目標を確認する。 
 

＜資料２－⑦ 新エネルギーの導入実績と目標＞ 

    
 
日本の 1 次エネルギー総供給に占める新エネルギーの割合は、1998 年度（暫定値）で 1.2％

（原油換算で 680 万 kl）であるが、2010 年度の目標は 3.1％（原油換算で 1,910 万 kl）に

までその割合を引き上げる方針である。 
          ＜資料２－⑧ 日本の風力発電導入量（出力）の推移＞ 

                     

そこで、日本における風力発電の導入

状況を見てみよう。これまでは新エネル

ギーとしてほとんど導入が進んでいなか

った風力発電だが、1990 年代後半にヨー

ロッパで開発された高効率の大型風力発

電機が日本でも導入されたことや、電力

会社に対して売電が可能になったこと、

徐々に設備の低コスト化が進んだことも

あり、着実に導入量は伸び続けている。
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さらに、政府は 2010 年度における風力発電の導入目標を 300 万 kW まで引き上げ、積極

的な開発・導入を行なっている。 
 
そして、以下の資料２－⑨は世界における風力発電導入量の推移を示したものである。

世界的に見ても風力発電の導入が年々進んでいる事がうかがえる。環境先進国と呼ばれる

ドイツを筆頭とした欧州、アメリカは順調に導入を行なっており、近年は南米やアジアに

までその波は広がっている。 
 

＜資料２－⑨ 世界の風力発電導入量の推移＞ 

    

 
２．５ 風力発電における問題点と課題   ＜資料２－⑩ 風力発電の国別導入割合＞ 

      

これだけ導入量が増加している風力発電では

あるが、「新エネルギー」と呼ばれるだけあり、

主要電源にはなり得ない問題点、普及に際する

課題も多く抱えている。 
特に日本では、一次エネルギー総供給に占め

る風力エネルギーの割合はまだ微々たるもので

しかなく、世界における風力発電累積設備容量

に対しても、１％代にとどまっているのが現状

である。（右図資料２－⑩参照） 
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では、日本において風力発電が抱える問題点とはどのようなものだろうか。風車の構造

的な問題も含め、国内における問題点を整理すると、以下のような構図となっている。 
 
    エネルギー密度が低い 

 風まかせであり不安定 
    建設コストが高い 

    ↑ 影響                     影響？ 
平地が少ない 

    ↓ しかし、 
地域特性にそぐわない海外製風車の使用 

 
 
 
まず、風力発電の最もよく指摘される欠点は、エネルギー密度の低さである。エネルギ

ー密度は設備の大きさに対しどれ程のエネルギーが得られるかという指標だが、火力・水

力・原子力などの既存の発電方式に比べて圧倒的に低くなっている。それゆえ、発電容量

の大きい装置を設けるのであれば、風力発電の得られるエネルギーはブレードの直径と風

速に依存するため、ブレードの規模が大きくなることは避けられない。しかし、無限に大

きくすることは不可能で、得られるエネルギーには当然限度があると言える。 
 
次に、風というエネルギーは人の思うようにコントロールすることが出来ないというこ

とである。既存のエネルギー源は人が使いたいときに機械を制御できるのに対し、風車は

風が吹いてくれなければ回ることはできず、まさに「風まかせ」である。制御できないと

いうことは、利用したいときに利用できないことでもあり、安定性という点で他の発電シ

ステムに劣る。比較的良好な発電所でも現状では設備利用率は 30％程度であり、他の発電

システムと比較すると大変低くなっている（参考：原子力発電所の 1995 年度の設備利用率

は平均で約 80％）。なお、これは良好な場所の設備利用率であり、平均値はより低くなる。

そもそも風力適地は遠隔地に多く、連携が可能な系統が少ないことも問題だろう。 
（注：年間の設備利用率（％）＝〔実際の年間の発電電力量（kWh）÷（定格出力（Ｗ）×365 日×24 時間）〕×100） 

 
そして、風車ならびに風力発電の事業規模の大型化が図られてきたとはいえ、建設コス

トが以前割高であることも問題である。建設コストには、風車の本体価格以外にも、電気

設備・土木工事（整地、基礎、仮設道路など）・風車据付工事・電気工事の費用がかかるわ

けだが、日本は海外に比べ風車本体価格以外のこれら諸経費の占める割合が大きく、建設

コストが高くついてしまう実態がある。 
 

高い発電コスト 

騒音、景観問題 法律による規制 

政策・制度上の問題 

生態系に与える影響 
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 また、日本は山岳国であり、複雑な地形が国土の 70％を占めると言われている。気象環

境においても台風や雷が比較的多いため、風車や送電設備の建設、輸送が諸外国に比べ困

難である（建設コストにも影響）。しかし、環境が異なるにもかかわらず、風車においては

海外機（海外基準）に依存しているのが現状であり、耐用年数を長くするためにも日本の

地域特性に合わせた設計が求められる。 
 
 ・・・ひとまず、以上までに挙げた問題点は発電コストが高いという問題にも直結する。 
 そもそも、風力発電の経済性は発電コストで評価されるため、ここでは発電コストの算

出方法にも触れておくこととしよう。 
 
一般に発電コストは年間経常費を年間発電電力量で割ったもので算出される。年間経常

費は、固定保守費などの変動費とから成り、固定費の算出方法には、資本回収法によるも

のと、原価償却費、平均金利などの和として求める方法とがある。以下では資本回収法に

よる算出方法について述べる。資本回収法では、固定費は建設コストと年経費率の積で表

され、発電コストは次式で計算される（税金は考慮しない）。 

 
                 建設コスト × 年経費率 ＋ 運転保守費 

発電コスト（円/kWh）＝ ――――――――――――――――――――― 
                       年間発電電力量 
 
               ｒ 
   年経費率 ＝ ―――――――――――― 
           １－（１＋ｒ）       ｒ：金利 ｎ：耐用年数 
 

（注：運転保守費…電気設備関係の点検費用、風車本体の点検費用、保険料、税金など） 

 
 低い値を取るエネルギー密度、設備利用率は「年間発電力量」を低下させる要因となり、

高い建設コストは当然「建設コスト」の増加、海外機の利用は「耐用年数」を短くするた

め「年経費率」を増加させる要因となる。このことより、いずれもが発電コストを大きく

してしまう要因だということが確認できたであろう。 
 実際風力発電の発電コストを調べてみると、風力発電は大規模な発電所において 10～14
円／kWh であるのに対し、石炭火力、LNG 火力（天然ガス）、原子力等は６円／kWh 前後

での発電が可能とされている。よって、新エネルギーの中でのコストパフォーマンスには

優れていても、主要電源と比較するとまだ競争力を有していないのが日本の風力発電の実

状である。 
 

－ｎ 
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 この他にも、風力発電の立地が希少動物の生息地と重なる、鳥が風車に巻き込まれる（事

例は極めて少ないが）といった生態系に対する影響、騒音による周辺住民に対する影響、

さらには、「自然の中に大きな人工物が立つことで景観が悪くなる、景色を台無しにしてい

る」という意見への考慮・対応などが課題とされている。クリーンなエネルギーと銘打っ

ているからには、風力発電が負の外部性を持つのは好ましいことではない。よって、技術

的な改善に加え、慎重な開発・工事が行なわなければならないだろう。 
 
 風車の設置、管理・運転にあたって、数々の規制が存在することも問題視されている（風

車導入における具体的な関係法規については以下の資料２－⑪参照）。特に、良好な風況が

見込める保安林、国有林、自然公園においては開発が困難となっている。よって、立地点

の地域自治体・住民の意見、地域の社会・経済的状況を深慮し、風力発電と自然との共生

を明確に示したうえで、柔軟な対応を求めることとなる（外国の例に倣い発電所を洋上に

設置するとなれば、漁業権を含め 50近い法規制に対処しなければならないとされている）。

技術員の駐在条件、使用前自主検査手法、主任技術者においても厳しい制約があり、今後

の規制緩和が望まれる。 
 

＜資料２－⑪ 風車導入に関わる関係法規＞ 
風車導入に関わる関係法規 
 ・ 電気事業法（経済産業省経済産業局）・ 系統連携技術用件ガイドライン（電力会社） 
 ・ 建築基準法（市町村建築家）    ・ 電波法 
 ・ 道路法、道路交通法              ・ 航空法 
 ・ 消防法                          ・ 騒音規正法 
 ・ 景観条例 
 
風車導入地点の場所に関わる関係法規 
 ・ 都市計画法                      ・ 砂防法、地すべり等防止法 
 ・ 森林法                          ・ 自然公園法、自然環境保全法 
 ・ 文化財保護法                    ・ 農地法 農業振興地域の整備に関する法律 
 ・ 国土利用法                      ・ 海岸法 
 ・ 港湾法、海上交通安全法、航則法、航路標識法 
 ・ 河川法                          ・ 国有財産法 
 ・ 鳥獣保護および狩猟に関する法律 
 ・ 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律 
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 ・・・以上のように、風力発電は技術的な分野から法律の分野にまで多岐に亘って問題

点を抱えている。 
このような状況を踏まえ、今後は、風の特性に起因する諸問題の解決（系統連携対策、

日本型風車の研究開発、規制緩和など）や経済性の向上（建設費低減、稼働率向上など）、

国民への理解の追求を課題とし、前進していかなければならない。 
 
しかし、何より大きな問題は、ここでは触れなかったが政策や制度にあると私は考える

（政策や制度の問題点については次章で触れる）。適切な政策・制度が存在すれば、自然環

境は変えられなくとも、風力発電産業の環境は変えられるのではないだろうか。 
 よって、次の最終章では、現行の政策や制度を分析しつつ、日本において風力発電の普

及促進に貢献できるような制度を考案してみたい。 
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第３章．風力発電の更なる普及に向けて 
 
３．１ これまでの新エネルギー政策の分析 
 風力発電における効果的な普及促進策を考えるうえで、これまではどのような新エネル

ギー政策が採られてきたのかを知る必要がある。 
以下の資料３－①は、日本の風力発電に関する政策・支援策等をまとめたものである。 

 
＜資料３－① 日本の風力発電システムに関する政策＞ 

 

 
（平成 12 年度版 NEDO 新エネルギー関連データ） 

 

              
 

～風車のある風景～ 
 
沖縄県 久米島 
 
太陽光と風力の出力

を組み合わせたハイ

ブリッドシステム 
 
施工：NTT－F 
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 そもそも日本では、1973 年に起こった石油ショックをきっかけに、長期的・総合的な新

エネルギーの技術開発を意図した「サンシャイン計画」が始まり、1993 年にはその「サン

シャイン計画」と、省エネの技術開発を目指した「ムーンライト計画」、その他地球環境技

術における研究開発を統合し、「ニューサンシャイン計画」が生まれた。その後には、新エ

ネルギーごとに導入のシナリオを提示した「新エネルギー導入大綱」や、2010 年の京都議

定書目標達成を視野に入れた「新エネ法」が制定された。そして、これらの政策や法律に

基づき、各新エネルギーに対し研究や調査、開発が進められ、補助金や低金利融資、税制

優遇等の助成制度が採られてきた。このような導入推進施策を積み重ねた結果、近年やっ

と新エネルギー分野においても産業として捉えられる領域が出てきたのである。 
しかしながら、風力発電をはじめとする全ての新エネルギーは、まだ導入量が少なく、

発電コストが高いという理由から価格競争力が欠如し、自立できていないのが現状である。

「経済性の面での制約から普及が進展していない」がゆえに、主要電源とはなり得ない「新

エネルギー」としての立場に留まっているのである（第１章３項参照）。 
 
 そこで、この現状を紐解くべく、これまで講じられた新エネルギー政策の対象について

分析してみると、新エネルギー関連機器メーカーに対する技術開発支援、新エネルギー供

給事業者に対する初期投資補助など、供給側に対する支援策が中心であったことが分かる。 
 

＜資料３－② 新エネルギー政策の分類＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

初期設備投資、ハードへの支援 

ランニング、ソフトへの支援 

消費者サイド 供給者サイド 

太陽光導入補助 

事業者支援補助金・債務保証 

地域新エネ事業補助 

エネルギー需給構造改革投資促進税制 

政策融資 

技術開発 

新技術実証試験 

RPS 法 

地域新エネビジョン 
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（注：エネルギー需給構造改革投資促進税制…エネルギー需給構造改革推進設備等を取得した場合の特別償却又は法人

税額(所得税額)の特別控除） 

 
これは、これまでの新エネルギー政策が、新エネルギー供給設備を直接的に増大させる

ことを通じた新エネルギー導入促進に主眼を置いていたからだと思われる。 
 当然、導入の序盤においてこのような直接的な支援は妥当である。しかし、これだけで

は今後も新エネルギー関連機器メーカー、新エネルギー供給事業者、自治体による新エネ

ルギー事業など、ビジネス展開が限られた領域に留まってしまうだろう。それ以前に、補

助金等の支援策によって成り立っている事業が「ビジネス」と呼べるかどうかも疑わしく、

補助金や税制優遇よる導入促進は効果が限られていることも否めない。現状のままでは、

経済性の問題を解決する糸口も到底見つからないように思えてしまう。 
 

＜資料３－③ 補助金や税制優遇による供給設備導入促進の効果＞ 
 
（補助金） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（税制優遇） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ いずれも、補助金や税額控除分以上の設備量追加は見込めない。 

(P) 

O 

Q1 Q2 (Q) 

(P) 

(Q) Q1 Q2
O 

S－et S 

D 

S 

＼：限界利益曲線 
OS：補助金 
 
設備量が Q1 から 
Q2 まで増加 

D：需要曲線 
S：供給曲線 
S－et：一定割合の

税金が控除された

供給曲線 
 
設備量が Q1 から 
Q2 まで増加 
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３．２ 海外との比較 
それでは、海外と日本の現在に至るまでの過程、現状についても比較してみよう。 
風力発電の導入が著しく進んでいるデンマーク。この国も、 

日本と同様にエネルギー資源に乏しく、エネルギーの 90％を 
海外の石油に依存していた。しかし、二度の石油危機で石油 
価格が高騰したことをきっかけに、エネルギーの海外依存の 
怖さを知り、国家として積極的エネルギーの分散化と自給率の向上を図ることとなった。

その一方で、1985 年には原子力に依存しない方針を打ち出し、その後風力発電や分散型コ

ジェネ等への取り組みを進めていった。 
1990 年には“ENERGY2000”という政策を発表し、エネルギー消費量を 2005 年までに

1988 年水準と比較し 15％削減すること、二酸化炭素の放出を 20％削減すること、二酸化

硫黄を 60％、窒素酸化物を 50％削減することなどを公約。1996 年には“Energy21”を発

表し、2030 年までに CO2 を 1990 年レベルより半分以下に削減し、省エネとエネルギー効

率向上などによって一次エネルギー消費を削減しつつ、再生可能エネルギー比率を 35％に

まで引き上げることとした。長期的な視野を持ち、明確な数値目標を掲げたうえで、エネ

ルギーを通じた環境への配慮を徹底しようとする確固たる姿勢が窺えるだろう。これらの

方針に基づき、エネルギー自給率の向上、二酸化炭素等の抑制に貢献するとされた風力発

電が普及することとなったのである。 
風力発電の普及にあたっては、大きな初期投資や電力会社の風力の買い取りへの抵抗な

ど、数々の障害があるわけだが、これらに対しても様々な支援制度が用意されている。風

力発電設備の設置には補助金制度があり、発電した電力を電力会社が買い取る仕組みや、

売電価格への補助金などの支援も行われている。これらの制度は日本を含む各国でも採ら

れているが、税金制度においては北欧諸国で導入が進んでいる炭素税があり、これが補助

制度の財源となっているため、健全な資金の循環が行われている。これらの政策の後押し

やそれに伴う大規模な普及により、デンマークにおける風力発電の発電コストは、他の電

源に対しても競争力を有することとなった。 
また、ヨーロッパ連合（EU）の政治的柱でもある「欧州共同体設立協定」の中でも「EU

再生可能エネルギー指令」という法規定が、新エネルギー導入の数値目標を掲げており、

デンマークに限らず、ヨーロッパ全体としても新エネルギーへの取り組みを行っている。 
 
 では、日本についてはどうだろうか。日本も石油危機による 
混乱を経験し、それを機に長期的・総合的な新エネルギー対策 
を講じたという点では、デンマークと共通する過程を持ってい 
る。しかし、原子力の推進、石油備蓄の拡大、天然ガス・石炭 
エネルギーの活用、と併行しての新エネルギー開発に過ぎなかったため、結局のところ化

石燃料に大きく頼るエネルギー供給構造を変えられなかったのが現状である。よって、本
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格的に新エネルギーが着目されてきたのはつい最近と言っても過言ではないかもしれない。

風力発電の建設費等については国（NEDO）の補助金制度はあるが、発電された電気の買

い取り制度は、余剰電力としての買い取りや電力会社の入札制度による買い取りであり、

まだ未整備とあるとも指摘されている。 
 
３．３ 今後の新エネルギー政策の方針 
 欧州との比較を行ってみても分かった通り、日本は序盤の新エネルギー政策において不

十分な部分も多かったと言えよう。それゆえ、化石燃料に依存したエネルギー供給構造が

出来上がってしまい、なかなか採算の取れない新エネルギーに対して今更微力な支援策を

施しても、導入を大きく促進できないというのが現状と思われる。 
それでは、今後新エネルギーを産業として捉え、競争力のある自立したものにしてゆく

にはどのような政策が必要となるのだろうか。 
３．１でも述べたように、これまでは供給側の設備に対する後押しが主流だった。しか

し、需要家の新エネルギーへの認知・関心が高まり、社会的にも企業倫理等が求められる

ようになった時代において、今後は需要側による牽引が行なわれてゆくべきではないだろ

うか。経済的利益が追求される世の中で、需要家に対し新エネルギーを利用する機会、ま

たは新エネルギーに対して投資するインセンティブを作ることができれば、新エネルギー

の導入を持続的に拡大することができると私は考える。新エネルギーの普及が進み、やが

て市場が生まれたならば、海外の例のように建設コスト、強いては発電コストの低減も見

込めるはずであり、正当な新エネルギーへの需要が生まれるのではないだろうか。今後の

鍵を握るのは政府だけではなく、需要家の力も大いに必要であると私は考える。 
 

＜資料３－④ 新エネルギー拡大における供給設備コストの低減＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(P) 

O 
(Q) Q1 Q2

新エネルギーの利用・新エ

ネルギーに対する投資を

促進する環境・制度の整備

      ↓ 
需要量の増加、供給設備生

産量の増加（Q1→Q2、） 
     ↓ 
建設費の低下、それに伴う

発電コスト（電気料金）の

値下がり（P1→P2） 
     ↓ 

更なる需要の増加 

P1 
P2 
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それでは、風力発電導入を促進する制度を考えるにあたって、次の章では一般消費者や

企業が新エネルギーの普及促進に貢献できるという「グリーン電力制度」について見てい

きたい。 
 
～補足～ 
 ちなみに、日本には市場原理を利用した新エネルギー導入促進策として、2003 年に導入

された RPS 制度（「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」）という

ものがある。これは、新エネにより発電された電気の購入義務を民間発電事業者に課すと

ともに、政府指定機関がグリーン電力証書を発行して、義務量分の取引を取引市場で行え

るようにする制度である。しかしこれは、電気事業者という「供給側」に対しての制度で

あり（資料３－②参照）、現在大手電力会社が自主的に行っている「優遇価格での余剰電力

買い取り制度」との両立や、民間で行なわれている「グリーン電力制度」（次項で解説する）

との整合性の維持が難しいように思われる。また、現時点では新エネルギーが高コストで

あることから、電気事業者が義務量達成以降の新エネルギー導入を必ずしも行うとは限ら

ないため、今後の検討・改変が必要となるだろう。 
 
３．４ グリーン電力制度 
 現在我が国の電力会社は、地球環境問題への対応とわが国のエネルギーセキュリティ向

上の観点から、太陽光・風力発電による余剰電力の購入や、事業用風力発電に対する長期

的・安定的な購入メニューの設定などを通じて、新エネルギーの普及拡大を図る措置を採

っている。しかし、更なる新エネルギーの普及拡大を図るには、多くの人々が手をたずさ

えて、取り組んでいく仕組みが不可欠であると考えられるようになった。 
 こうした状況を踏まえ、電力業界は、平成 12 年７月 14 日に開催された総合エネルギー

調査会（現総合資源エネルギー調査会）新エネルギー部会において、グリーン電力制度を

提案し、概ね賛同を得ることができた。グリーン電力制度とは、消費者、企業、電力会社

が協調して、再生可能エネルギー発電の普及促進を目指す新たな取り組みであり、一般消

費者向けの「グリーン電力基金」と企業向けの「グリーン電力証書システム」の２つから

成っている。 
 
「グリーン電力基金」 

グリーン電力基金は、電力会社のサービスエリア毎に設立され、平成 12 年 10 月から全

国で一斉にスタートすることとなった。これは各地域の産業活性化センター（公益法人）

が運営しており、賛同者から寄付（１口当たり月額 500 円＜一部地域では 100 円＞）を募

って基金とし、各地域の再生可能エネルギーによる発電設備に助成する仕組みである。寄

付金は、電力会社が毎月の電気料金と合わせて代行収納し、基金に送金することで、基金

の運営コストの抑制を図っている。電力会社は、自らも参加者と原則同額程度を基金に寄
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付するほか、広報活動も行うなど、積極的に基金を支援している。参加希望者は各地域の

電力会社の窓口を通じて所定の用紙により申し込む。参加者には環境貢献の証として認証

ラベルが送付される。また年１回、事業報告書により基金の運営状況や助成実績について

報告を受ける。平成 16 年２月末現在、全国での参加実績は５万口を超えるまでになった。 
 

＜資料３－⑤ グリーン電力基金の仕組み＞ 

 
 
運営の透明性・公平性確保のため、各産業活性化センターは基金事業に対して特別会計

を設定し、他事業と経理を明確に区分するとともに、学識経験者、消費者団体代表、研究

機関研究員などで構成される委員会を設置し、助成内容や運営に係る諸事項を審議する。

参加状況や地域性により基金毎に多少の差はあるものの、現在のところ、各基金とも主た

る助成対象は、身近でイメージが描きやすい太陽光と風力発電の２つとなっているようだ。 
 
「グリーン電力証書制度」 
 風力発電を特定の顧客の希望に応える追加サービスの形で開発・提供し、それにかかる

コストを原則として当該顧客より回収する。これができれば一般の電気料金の上昇に必ず

しもつながらず、早期にサービス提供と風力発電事業の展開が可能である、と以前から考

えられていた。しかし、追加的コストを負担してまで再生可能エネルギーを利用しようと
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いう需要が顕在化せず、これまでは検討が進捗しない状況にあった。 
この状況を変えるきっかけとなったのが、2000 年２月、ソニー株式会社が企業としての

環境改善効果実現を目的として東京電力に行った「風力発電代行サービスの提供を受けら

れないか」という打診である。これにより、企業サイドにも再生可能エネルギーに関する

積極的なニーズがあることが判明し、ソニーと東京電力が共同でスキームを開発。事業性

の検討を経て、同年７月に電気事業連合会より、一般消費者向けの「グリーン電力基金」

とともに、主として企業向けのプログラムとして「グリーン電力証書システム」の導入提

案がなされたのである。その後、同年 11 月に事業主体である日本自然エネルギー株式会社

が電力７社等の共同出資により設立され、加入募集が開始されている。 
 

 このプログラムの概要は諸外国とも共通項の多いグリーン電力証書の仕組みを採用して

いる。具体的には、 
１、顧客が日本自然エネルギー（以下 JNE ）へ再生可能エネルギーの発電実施を委託する。 
２、JNE は委託契約に従い、効率的な発電を再委託する（自ら実施する場合もありうる）。 
３、発電事業者は契約に基づき発電を行い、JNE へ報告する。 
４、JNE の申請に基づき、「グリーン電力認証機構」が発電実績を認証する。 
５、JNE は発電実績をグリーン電力証書として発行し、顧客に交付する。 
６、発電された電力自体は、当該発電設備のある地域の電力会社等が合理的な価格で引き

取り、または発電者が自家消費する。 
・・・という流れになる。なお、実務上は、発電設備については契約から建設・発電開

始までのリードタイムがあり、またある程度まとまった顧客を想定してスケールメリット

を出す必要があることから、概ね１年程度先の需要を想定しつつ、実際の委託契約（①）

に先行して発電設備の契約（②）がなされることが多い。 
 

＜資料３－⑥ グリーン電力証書制度の仕組み＞ 

 



 33

前述のとおり、グリーン電力証書のプログラム加入企業・団体は 43 に達しているが、これ

までの需要家の加入理由については、大きく３種類に分類される。 
 

① 環境リスクの回避 
将来導入される可能性がある、環境税・炭素税・温室効果ガス排出量規制といったいわ

ゆる環境規制リスクに対し、早期に対策をはかることでリスクの分散回避を図る。この動

機による場合、企業・団体としては他の環境への取り組み（省エネルギー等）にかかるコ

ストと、グリーン電力証書の購入コストを比較検討することが基本となる。このため、一

般には、既に相当規模の省エネルギーを行い、追加的な省エネルギー実現に関する投資等

のコストが高い企業や、オフィスビル等、生産工場に比較してもともと省エネルギー対策

の選択肢が限られるケース等で、グリーン電力証書は採用されやすい傾向がある。 
 
② 企業・団体等のイメージアップ、内外に 
おける環境コミュニケーション         ＜資料３－⑦ グリーン電力証書＞ 
 

 
 
③ 環境経営の一環 
上記の①、②はいずれも金銭的（に換算しうる）効果に着目したものであるが、いわゆ

る環境経営・社会的責任投資の観点から、環境保全を含めた「持続的社会への貢献」それ

自体を経営目標の一つとして捉える企業も増加している。再生可能エネルギー導入のメリ

ットとしては、温室効果ガス削減や化石燃料の使用削減、さらに地域活性化等の多様な効

果が想定されており、これらの社会貢献メリットそのものを評価してグリーン電力証書を

導入する企業も生まれている。 
 
 
 

風力発電等、再生可能エネルギーの利用は、

環境対応としては比較的わかりやすい取り組

みであり、企業・団体等のイメージアップと

しての効果が期待される。また、これを一歩

進め、企業等の製品・サービスを再生可能エ

ネルギーにより生産・提供すれば、当該商品

の差別化・マーケティングにも利用が可能で

ある。さらに、環境報告書への記載や社内教

育への利用を通じて、顧客・株主・従業員等

との環境コミュニケーションツールとしても

利用される。 
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３．５ 風力発電投資信託制度 
 グリーン電力制度は、電力供給側だけではなく、企業や一般消費者といった需要側への

参加を促すという点から、非常に画期的な制度と言える。徐々に参加者数、参加企業も増

え、補助金等に依存する支援策とは異なり、健全な資金の調達が行えているのではないだ

ろうか。 
 しかしながら、現行のグリーン電力制度は、懐に余裕のある個人・大手企業による「寄

付」という感覚が拭いきれないでいる。認証ラベル・証書の取得、今後に向けた環境リス

クの回避、環境経営の一環など一定のステータスが得られるとは言え、それがどれだけの

便益を生むのかは定かではない。ましてや、出費の節約・経費削減をテーマとする現代社

会において、あえて高い新エネルギーによる電気料金を支払うという行為に踏み出せない

者も多くいるのではないだろうか。 
 
この論文では風力発電の普及を目指しているわけだが、風力発電が普及するためには、

単純に考えるならば、投資回収ができればよいのである。一般的に利益が出る産業ならば、

人々の注目が集まり、企業の参入が起こる。 
最近はアメリカでも従来の電力料金と同額の料金で電力を提供できる風力発電所が生ま

れ、「あなたは良い子？それとも悪い子？」といったキャッチフレーズで、化石燃料を使用

する従来の電力会社からの転換を求めているという話もある。日本でも、発電コストにお

いて風力発電はまだ従来の発電方式と比較すると競争力こそ有してはいないが、普及に伴

い、僅かずつながらコストは下がってきているようである。そこで、日本での風力発電に

おいて投資回収が見込めるかどうかを検証してみたい。 
 

○ 発電規模 1000kW、耐用年数 17 年（法廷耐用年数）の風車を想定する。 
  設備利用率は平均的な値をとって 20％とする。 
 

1000kW 風車：1000kW×24 時間×365 日×20％（設備利用率）＝175 万 kWh／年 
これが年間の発電電力量となる。 

 
そこで、もし 17 年間、電力１kW を 10 円で売ることができたら、 

 
175 万×17×10＝２億 9750 万 

 という計算となる。 
 
地域によって差はあるが、現在風力発電設備（1000kW）の設置コストは工事費込みで２

～３億円程度と言われており、新エネルギーによる電力買い取りが保障されているという

仮定の下ならば充分採算が取れるということにならないだろうか。 
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 そこで、今後はただ割高な電気を個人や企業が購入するのではなく、個人や企業が直接

風力発電の設置に対して出資を行い、発電した電気を売り、そこから配当を得てゆくとい

う、言わば投資信託のようなシステムを作ることはできないだろうか。そこで、「風力発電

投資信託制度」というものを私は提案したい。 
 
 以下の図において、仲介業者は風力発電設備を供給する風力発電事業者、風力適地等の

情報を網羅している機関として存在し、出資する個人・企業に対して様々な情報を提供し、

設備供給者との間をつなぐ立場となる。風車の建設を検討している風力発電事業者は仲介

会社を通して出資者を募集することができ、また、環境保全への寄与を模索している個人

や企業は仲介業者を通して各自の要望にあった風車建設計画を調べることができる。 
 

＜資料３－⑧ 風力発電投資信託制度＞ 
 
           出資              融資          建設 
                                       ＆ 
                                      発電 
                                       ↓ 
         配当・証書           売電後に返済       売電 
                 （手数料） 
 
 仲介会社を通して風力発電事業者との契約を交わし、風車建設に出資した企業に対して

は、仲介会社によりグリーン電力証書を発行できるようにする。そうすることで、企業に

とってはグリーン電力証書制度の時と同様、売電利益の他に広告効果を得ることができる。

利益が出るか否か、五分五分である現在の採算性において、イメージアップの図れる広告

効果が付加されることは、このシステムによる投資を促進させる要素となる。さらに、こ

れまでとは違い、直接的に風力発電に出資することで、「○○の風車に私たちは出資してい

ます」というような形でホームページ等において紹介もできるようにもなるだろう。 
 また、現行のグリーン電力証書制度は、一定額以上かつ長期での契約が求められている

ため、大企業でなければ容易に参加することはできない。そこで、今後より多くの顧客に

購入選択肢を提供していくために、この制度では契約の小口化・短期化を行うこととする。

大型の設備や大規模な発電ファームへの投資は、細分化して複数の企業、強いては個人か

らも出資が可能とする。安定性に不安を抱かれている風力発電だからこそ、各々のリスク

を減らすべく分散した投資を行ってもらう必要があるのではないだろうか。 
 
なお、先ほども述べたが、このシステムを維持するためには買い取り条件が保障される

ことが大前提となっている。現在の日本は補助金政策が主体であり、電力会社に対する新

個
人
・
企
業 

仲
介
業
者 

風
力
発
電
事
業
者 
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エネルギーによる電力買い取りの義務付けや買い取り価格の優遇が制度として確立してお

らず、それが普及にあたって最大の障害とも言われている。欧米の事例でも明らかなよう

に、風力発電の導入過程において電力買い取り制度が整備されていたことが、独立発電事

業者による市場競争を促し、経済性を飛躍的に向上させた。よって、これまでの設備供給

等に対する支援を電力買い取り（１kW あたり 10 円程度）のための資金に回すことを、国

にも求めなければならないだろう。 
欧州風力エネルギー協会（EWEA）の報告データによれば、2020 年までに世界の電力量

の 12％を風力発電によって賄うことが可能であるとされ、設備の普及が進めば規模の経済

が働くため、発電コストが現在の６割程度にまで減少するとしている。海外製風車の輸入

に依存している日本もその影響を受ければ、採算性が高まると思われ、少しずつ買い取り

価格を下げていくことも可能となるだろう（それに伴い、海外製風車から国産風車への切

り替えにも臨みたい）。 
＜資料３－⑨ 2020 年までの風力発電の展望（試算）＞ 

    

 
今後は、風力発電に対して投資対象としての価値を持たせる環境作りを進めることで、

普及を拡大させることが必要となると私は考える。一般市民や企業が新エネルギー開発に

直接的に関わることのできる「風力発電投資信託制度」のような新たな制度を設け、風力

発電を自立したビジネスへ導くことを期待する。 
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総論 
 
近年注目されつつある新エネルギーの中で、特に飛躍的に導入が進んでいるように見え

る日本の風力発電だが、数々の障壁を抱えていることも事実であり、実用化にはまだだい

ぶ時間がかかるように思える。 
 そこで、日本の新エネルギーおよび風力発電における現行の政策・制度を分析してみる

と、電力供給側に対する補助金等の支援策に偏っていることが分かる。勿論、直接的に供

給設備を増大させることは導入の序盤において必要なことである。しかし、風力によって

発電された電力に対する需要が無いのでは意味が無く、“ビジネス”としても成立しない。

あいにく現在の風力発電のコストは、従来の発電方法による電力に比べ割高であるため需

要が無い。それにも関わらず、日本の電力買い取り制度は未整備であり、グリーン電力制

度により個人や企業が新エネルギーに対して寄付や購入を行えるようにはなったものの、

加入するインセンティブの少なさゆえ、その効果も微々たるものでしかない。よって、現

状のままでは風力発電の導入拡大は困難であると言えよう。 
では、今後風力発電の導入を促進するためにはどうするべきか。まず、新エネルギーに

よる電力の買い取り制度を確立する必要がある（第一段階）。欧米においても、買い取り制

度が整備されていたからこそ風力発電事業の普及が加速したと言われており、これは風力

発電事業者の立場を守るためにも確実に必要とされるものである。 
電力買い取り制度が整備されたならば、次は発電事業者の参入を促す必要がある（第二

段階）。発電事業者が増加するということは、それだけ供給設備が大量に必要となるという

ことであり、それは建設コスト（風車のコスト、設置コスト）を低減させる要因となる。

また、建設コストが下がると同時に、発電事業者間でも市場競争が行われるとなれば、発

電コスト（電気料金）の低下につながる。これらの過程を経て、風力エネルギーによる電

力が価格競争力を有し始めた時、初めて正当な需要が生まれ、風力発電が経済的に自立し

たと言えるのであろう。 
 私がこの論文の最終章（第３章）において最も述べたかった内容は、この第二段階につ

いての解決策である。「風力発電投資信託制度」を提案することで、今まで需要家にしかな

り得なかった個人や企業が、風力発電に対して出資を行い供給側の立場になる、という新

しいスタイルを試みたかった。この制度の仕組みについては、グリーン電力制度の枠組み

を応用すれば、容易に構築できるのではないかと思われる。しかしながら、その意義にお

いては、ただ善意により割高な電力を購入するグリーン電力制度とは大きく異なる。電力

買い取り制度の下で人々が利益を求め出資を行うという、至って経済学的な行動を促そう

としているのである。単なる慈善活動ではなく、投資回収の上に利益の期待できる仕組み

を創ることができれば、これまで悪循環だった風力発電導入の流れを変えられるのではな

いだろうか。また、元々安定性に不安を抱えている風力発電設備を建設するにあたって、

分散して出資を募ることはリスクの分散にもつながるだろう。 
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そもそも、“新しいスタイル”といっても、風力先進国であるデンマークでは、地元住民

ら個人が出資する市民風車で風力発電が爆発的に普及したわけであり、現在は市民風車が

風力の８割以上を占めている。つまり、このことは日本において新しいスタイルであるこ

とに過ぎないのである。 
 残念ながら、現在日本には市民風車のようなものはほとんど存在しないと言っていい。

しかし、先日の朝日新聞（2005 年 2 月 2 日 水曜日）に興味深い内容の記事が載った。 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
「原発や化石燃料ばかりに頼らずに、もっと風力発電を」 
年明け、定期購読者約１３０万人に届いた「通販生活 05 年春号」の封筒に、北海道石狩

市の市民風車への出資を呼びかける一文が載った。窓口の「自然エネルギー市民ファンド」

の電話は、仕事始めの４日からほとんどつながらなくなった。 
電話やファクスの問い合わせは１日に３００件以上。「出費したい。資料を送ってほしい」。

１口５０万円にもかかわらず、４億 7000 万円の募集枠は瞬く間に埋まった。電話は今なお

続いている。 
 「こんなにすごいとは思わなかった。『エネルギー 
問題を何とかしたい。けど一人じゃできない』と思っ 
ている人が、いかに多いかの表れでしょう」。同誌を 
発行するカタログハウスの竹本徳子・エコひいき事業 
部長は、関心の高さに驚く。 
 
 

羽の取り付け作業が進む国内で４番目の市民風車 
   ＝１月、北海道石狩市新港南３丁目で、高橋洋撮影 
 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
株式会社自然エネルギー市民ファンドは、日本各地の市民風車建設への出資を募り、事

業収益から出資金と利益分配金を返還するという事業を行っている会社である（「風力発電

投資信託制度」とやや類似している）。この会社が、石狩市民風車への出資を呼びかけたと

ころ、応募が殺到したというのである。 
このことは、多くの市民が「環境保全に貢献したい」という意識を潜在的に抱いていた

ことを表しているのではないだろうか。環境さえ整えば、機会さえ与えられれば、専ら需

要者だった人間も積極的に動き出すのである。 
自らが風車の建設に貢献する。自分達の名前が刻まれる風車。厄介事のように感じる環

境問題もこのように考えるといくらか楽しめはしないだろうか。楽しさや面白さも、人々

を突き動かす大きなインセンティブなのである。 
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土地が狭いうえに起伏が激しく、大量のエネルギーを消費する人間が数多く住んでいる

日本では、欧米に比べると確かに風力発電の導入が困難なのは否めない。しかしながら、「日

本は風力の導入は向いていない」という言葉は、導入を行う意欲の無さゆえの迷信である

と思われる。日本において風力発電の導入を拡大することは、決して不可能なことではな

い。この迷信が迷信であると証明できたなら、それは喜ばしいことである。 
 
 

      

 

      



 40

～ Epilogue ～ 
 
世界中に吹く風力エネルギーを集めたなら、全世界のエネルギー需要の２倍のエネルギ

ーが賄える、という話がある。現実的にはやや無理のある話だが、日頃我々の肌に触れる

空気の流れは立派な資源なのである。 
 
量り知れない資源がこの空気中を漂っている。それを「もったいない、集めたい」と感

じる人間は、たちまち風車の虜になる。「風には価値がある！」 
 
風の魅力に取り憑かれた人々は、なんとかして風車の正当化を試みる。しかし、ややこ

しい、もどかしい、じれったい現代社会でそう簡単に事は進まない。風を集めるのにも金

と労力がかかると言う。 
 
それでもその障壁を乗り越えようとする風車の虜たち。 

 
このまま地球を少しずつ傷つけていくこと、多少のお金はかかっても環境について考え

ていくこと。どちらが高いだろうか。永い目で今後の風の行方を見つめていきたい。 
 

「風は金なり」。 
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